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特集｢地震と地盤｣一誌上シンポジウム既催にあたって

佐藤興平ユ)･小出仁2)

昨年(1989年)10月17目,マグニチュｰド7.1のロマプ

リｰタ地震が夕刻のサンフランシスコ湾周辺地域を襲っ

た.ベイブリッジの落橋･オｰクランド市の高速道路の

崩壊･マリｰナ地区の建物の倒壊や火災だとの被災状況

が,18日の午前9時をまわった日本にもテレビの画像を

通じて生々しく報道され,地震災害の恐ろしさを改めて

見せつけた.この地震は,マグニチュｰド8.3の1906年

サンフランシスコ地震のような巨大地震ではなかった.

それでも,死者62名･負傷者3000名以上･被害総額1兆

円以上という,米国の歴史の中で最大級の自然災害の一

つに数えられる大災害をもたらした.

地震多発地帯に位置する日本も,これまで数多くの地

震災害宇受けてきた.1923年の関東大震災では,死者･

行方不明者合わせて14万人,被害額は国の前年度一般会

計予算の3倍半にも達した.関東大震災からすでに70年

近くの時間が経過し,震災の体験者も年々少たくたりつ

つある.首都圏はこの間大地震を経験しておらず,一方

で,その社会･経済構造は量的にも質的にも当時とは全

く異なったものとなっている.一極集中が進んだ首都圏

やその周辺地域に地震災害が発生すれば,その様相は当

時とは全く異たったものとなろう.

関東大震災以後経過した70年程度の時間も,地球の歴

史にとってはほんの一瞬に過ぎない.我々の意図とは関

係無しに,地球の変動の一過程として大地震は必ず発生

する.日本列島という地震活動の盛んだ地域に住む我々

にとって,地震災害にどう対処するかということは,継

続的な重要課題であり,地球科学者に課せられた使命も

大きくまた重いと言わねほならない.我々にできること

は･地震の李質をより良く理解L･予知と防災の技術お

よび体制を整備充実することによって被害を最小限度に

防ぎ,より遠く復興するための備えを日頃から固めるこ

とである.そのための努力が多くの人々によって日夜続

けられている.ロマプリｰタ地震とその被害は,我々が

学ぶべき貴重な経験の一つであろう.

この地震を契機に,関東一東海地域の地震と防災の研

究の現状をまとめ,上記の課題にいくぶんたりとも答え

ようとしてこの特集号の企画はスタｰトした.この間,

ロマプリｰタ地震とその被害について数多くの調査研究

結果が報告され,我が国からも政府および東京都の調査
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団が派遣されて,その調査結果が印刷公表されている､.

これらを見ると,震源から90㎞も離れたサンフランシ

スコ湾岸地域の特に地盤の弱い地区に被害が集中してい

ることは明らかであり,地震と地盤の関係が改めて大き

くクロｰズアップされた.その意味でこの地震は｢土の

エンジニアの地震｣(本文片山垣雄氏=回マプリｰタ地震

東京都調査団団長)という側面を持っていた.そこでこの

特集号では,タイトルをr地震と地盤｣として,関東一

東海地域の地震と地殻構造の特徴を明らかにし,首都圏

の埋立地を含む軟弱地盤や液状化の問題を取り上げ,さ

らに地盤の地震工学的研究をも含む誌上ツソポジウムを

目指すこととした.

幸いにして,この分野の第一線で活躍している多くの

研究者がこの企画に参加して下さった.プレｰト収束域

に位置する日本列島の中でも,関東一東海地域は,太平

洋プレｰト･フィリピン海プレｰト･ユｰラシアプレｰ

トカミ会合する世界でも類を見たい複雑た構造を呈する.

石田瑞穂氏は,地震観測ネットワｰクにより描き出され

たこの地域のプレｰト構造について最新の研究成果を紹

介している.石橋克彦氏は,関東一東海地域の大地震の

時空分布を過去にさかのばって詳細に調べ,r首都圏直

下型大地震の活動期は東海巨大地震によりもたらされ,

関東巨大地震で終息する｣という作業仮説を提起してい

る.長谷川･駒澤両氏は,地震探査と重力測定のデｰタ

から,関東平野の基盤構造を描き出した.多田尭氏は,

国土地理院の測地測量の結果をまとめると共に,各種の

人工的擾乱によって測量が困難にたっている首都圏に於

て,測地網を整備充実することの緊急性を指摘してい

る.大嶋和雄氏らは,東京湾周辺の第四紀地盤や埋立地

の問題をその地史や江戸一東京の発達史を踏まえ環境問

題とからめて総合的に捉えることを主張している.そし

て片山･小長井･山崎3氏は,地震動を受ける媒体とし

ての地盤とその中あるいは上に構築された構造物の動的

た特性を地震工学の立場から分かり易く解説しており,

地質学者にとって示唆に富む内容とたっている.

この特集号は関東一東海地域を中心に企画されたが,

地震災害の可能性は他の地域にも当然存在する.地震の

予知と防災のために今後なすべき事は多い.各分野の専

門家が有機的に連係Lた防災システムをさらに充実させ

る事も重要な課題であろう.この特集号がそのための一

助となれば幸いである.
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